第70回(第71回冬季)国民体育大会近畿ブロック大会
大会運営補助金交付要綱
（趣　旨）
第１条　　第７０回（第７１回冬季）国民体育大会近畿ブロック大会大阪府実行委員会会長（以下

「会長」という。）は、大阪府実施競技団体（以下「競技団体」という。）が実施する第

７０回（第７１回冬季）国民体育大会近畿ブロック大会開催事業に対して補助金を交付するものとし、その交付については大阪府補助金等交付規則（昭和４５年大阪府規則第８５号、以下「規則」という。）の規定を準用するもののほか、この要綱の定めるところによる。
（補助対象事業）
第２条　　　補助金交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別紙のとおりとす
る。
（補助対象経費）
第３条　　　会長は、競技団体が補助対象事業を実施するために必要な経費のうち、補助金の交付対象として会長が認める経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その補助対象経費の費目は、別紙のとおりとする。
（交付申請）
第４条　　　競技団体は、前条の規定により補助金の交付を受けようとするときは、会長が指定する日までに、補助金交付申請書（第１号様式）を提出しなければならない。
（補助金の交付決定）
第５条　　　会長は、競技団体から前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、これを審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは補助金の額を決定し、補助金交付決定通知書により競技団体に通知するものとする。
（計画変更の承認）
第６条　　　競技団体は、補助対象事業の内容を変更しようとするとき、または補助対象経費の額を変更しようするときは、予め事業計画変更承認申請書（第２号様式）を会長に提出し、事前に承認を受けなければならない。ただし、交付決定された補助金額に変更をきたさない軽微な変更については、この限りではない。
（補助対象事業の遂行）
第７条    　競技団体は、補助金が大阪府税等の貴重な財源で賄われるものであることを十分に留意し、補助金の交付目的、交付決定の内容及び付された条件に従って善良な管理者の注意をもって補助対象事業を行わなければならず、補助金を他の用途に費消してはならない。
（実績報告）
第８条　　　競技団体は、補助対象事業が完了した日から３０日以内に実績報告書（第３号様式）を会長に提出しなければならない。
（補助金額の確定）
第９条　　　会長は、前条の報告を受けた場合は、報告書等の書類審査の他、必要に応じて現地調査等を行ない、その報告に係る補助対象事業の実施結果が、補助金の交付決定の内容（第６条による承認を行った場合はその承認した内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定通知書により競技団体に通知するものとする。
（補助金の交付）
第10条　　　前条の規定による通知を受けた競技団体は、補助金交付請求書（第４号様式）に関係書類を添えて会長に提出しなければならない。
ただし、会長が補助対象事業の円滑な遂行に必要と認めたときは、第５条の規定による補助金の交付決定額の全部又は一部を概算払いにより交付することができる。
２　 前項の規定により補助金の交付を受けようとする競技団体は、補助金（概算払）請求書（第５号様式）を会長に提出しなければならない。ただし、補助金の額の確定後、その金額の交付を受けようとするときは、この限りでなはい。
（交付決定の取消し）
第11条　　　会長は、競技団体が補助金を他の用途へ費消した場合や、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件、あるいは法律等に違反したときは、補助金の交付決定通知書の全部または一部を取り消すことができる。
        ２　前項の規定は、第９条の規定による補助金の額の確定があった後においても適用できるものとする。
（補助金の返還）
第12条　　　会長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、補助対象事業の取消しに係る
部分について、既に補助金が交付されているときは期限を定めてその返還を命ずるものと
し、競技団体は直ちにこれを返還するものとする。

　

（補助金の経理）
第13条　　　競技団体は、補助対象事業についての収支簿を備え、他の経理と区分して収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。
　      ２　競技団体は、前項の支出額について、その支出内容を証する書類を整備して、前項の収支簿とともに、補助対象事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。
附　則    この要綱は平成２７年４月１日から施行する。
（別紙）
１　補助対象事業
　　　この補助の対象となる事業は、第７０回（第７１回冬季）国民体育大会近畿ブロック大会総則に基づき、各競技団体が実施する第７０回国民体育大会近畿ブロック大会及び第７１回国民体育大会近畿ブロック大会アイスホッケー競技とする。
２　補助対象経費
　　　報償費、旅費、消耗品費、食糧費（昼食費）、印刷製本費、使用料、役務費とする。
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